宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業実施要綱
（趣旨）
第１条　この告示は、農地等手づくり復旧支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、農地利用効率化等支援交付金実施要綱(令和4年3月30日付け3経営第3156号農林水産事務次官依命通知)、令和５年度農地利用効率化等支援交付金(被災農業者支援タイプ)実施要領(令和６年能登半島地震)及び宝達志水町補助金等交付規則（平成17年宝達志水町規則第32号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（補助金の目的）
第２条　補助金は、令和６年能登半島地震により被災した農地や農業用施設の復旧工事のうち、国の災害復旧事業の対象とならない小規模な災害を農家自ら施工する復旧工事に係る経費を支援するものであり、復旧を適切かつ迅速に行うことで早期の営農再開を促し、農家の生産力維持と経営の安定を図るとともに、耕作放棄地の増加を抑制することを目的とする。
（事業実施主体及び事業の内容）
第３条　事業への申請を希望する者は、町、農林総合事務所等の関係機関と協議の上、あらかじめ関係者の合意形成を図った上で、申請するものとする。
２　事業実施主体は、土地改良区、集落、生産組合、農業法人その他事業実施主体として町長が適当と認める者とする。
３　対象施設は、次に掲げるとおりとする。
(1)　農地　田、畑その他農地（耕作放棄地を除く。）
(2)　農業用施設
ア　かんがい排水施設（用排水路、頭首工、ため池、揚水機等）
イ　有効幅員1.2メートル以上の農業用道路（橋りょう及び索道を含む。）
ウ　農地又は農作物の災害防止施設（堤防、階段工、承水路等）
４　対象復旧工事は、次に掲げるとおりとする。
(1) 　本復旧工事　従前の効用や機能を回復するための工事
(2) 　仮復旧工事
ア　被害の拡大防止のために緊急的に必要な工事
イ　営農を再開するために一時的に必要な工事
５　事業に要する経費に対する補助率については、次のとおりとする。
	補助対象経費
	補助率

	40万円までの部分
	93.75％以内

	40万円を超えた部分
	75％以内






６　事業の採択要件は、次に掲げる事項を全て満たすこととする。
(1) 　令和６年能登半島地震により被災した農地及び農業用施設であること。
(2) 　国の災害復旧事業や多面的機能支払交付金等の復旧支援の対象外となった
災害復旧であること。
(3) 　事業を実施することにより、営農の再開が見込めること。
(4) 　１箇所当たりの工事費が１万円以上であること。
(5)　直営施工等により実施される工事であること。
（交付の申請）
第４条　補助金の交付申請をしようとする者(以下「補助事業者」という。)は、宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金交付申請書(様式第１号)に別に定める必要書類を添えて、町長が定める日までに町長に提出しなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、事業の目的及び内容により必要がないと町長が認めるときは、同項に規定する書類の添付を省略することができる。
３　補助事業者は、第１項の交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額(補助金の対象となる経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法(昭和63年法律第108号)に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法(昭和25年法律第226号)に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。)があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りでない。
（交付の決定）
第５条　町長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金交付決定通知書(様式第２号)により通知するものとする。
（着工）
第６条　事業の着工は、原則として補助金の交付の決定後に行い、事業に着手したときは、速やかに宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金着工届(様式第３号)を町長に提出しなければならない。
２　申請者が補助金の交付の決定前に着工する場合にあっては、その理由を明記した宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金交付決定前着工届(様式第４号)を町長に提出しなければならない。ただし、交付申請前に着工したものにあっては、この限りでない。
３　前項の場合において、補助事業者は、交付の決定までのあらゆる損失等は自らの責任とすることを明らかにした上で着工するものとする。
（内容変更の申請等）
第７条　第５条の規定による補助金の交付の決定を受けた者は、当該決定に係る内容を変更しようとするときは、宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金変更承認申請書(様式第５号)に別に定める必要書類を添えて、町長に提出しなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。
２　町長は、前項の規定による変更承認申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金変更交付決定通知書(様式第６号)により通知するものとする。
３　第１項ただし書に規定する軽微な変更は、次に掲げる事項以外の変更とする。
(1)　事業実施主体の変更
(2)　事業実施主体における事業費の30パーセントを超える増減
(3)　事業箇所数の増減
（竣工）
第８条　補助金の交付の決定を受けた者は、事業が竣工したときは、速やかに宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金竣工届(様式第７号)に事業の竣工が確認できる書類を添えて、町長に提出しなければならない。ただし、承認前に事業が完了している場合にあっては、承認後、速やかに竣工届を町長に提出しなければならない。
（実績報告）
第９条　補助事業者は、補助事業の完了の日から15日を経過する日又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金実績報告書(様式第８号)に町長が定める書類を添えて町長に提出しなければならない。
２　第４条第３項ただし書に規定する場合において、前項の実績報告書を提出するに当たり、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになったときには、これを補助金額から減額して提出しなければならない。
３　第４条第３項ただし書に規定する場合において、第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定したときは、速やかに仕入れに係る消費税等相当額報告書(様式第９号)を町長に提出するとともに、町長の返還命令を受けてその金額（前項の規定により減額した補助事業者については、その金額が減じた額を上回る部分の金額)を返還しなければならない。
（交付の確定）
第10条　町長は、前条の規定により提出された実績報告書について、書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金交付確定通知書(様式第10号)により通知するものとする。
（是正のための措置）
第11条　町長は、実績報告を受けた場合において、事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための措置を講ずるよう補助事業者に命ずることができる。
（補助金の請求）
第12条　第10条の規定による通知を受けた者は、宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金交付請求書(様式第11号)を町長に提出しなければならない。ただし、町長が必要と認める場合は、第９条の規定による実績報告書の提出と併せて交付の請求を行うことができるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、補助事業者が補助金の概算払を受けようとするときは、宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金概算払請求書(様式第12号)に町長が必要と認める書類を添えて町長に提出しなければならない。
３　町長は、前項に規定する書類の提出があった場合は、その内容を審査し、概算払をすることが適当であると認めたときは、補助金の交付決定額の範囲において補助金を交付することができる。
（財産処分の制限）
第13条　補助事業者は、処分制限期間内に補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、宝達志水町農地等手づくり復旧支援事業補助金財産処分承認申請書(様式第13号)に財産の現況が確認できる書類を添えて町長に申請し、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。
（帳簿及び書類等の備付け）
第14条　補助事業者は、当該事業に関する財産管理台帳(様式第14号)、帳簿及び書類等を備え、これを整理しておかなければならない。
２　前項の帳簿及び書類等は、当該事業の完了の日の属する年度の翌年度から整備施設等の処分制限期間まで保存しなければならない。
（その他）
[bookmark: _GoBack]第15条　この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。
附　則
この告示は、公表の日から施行する。
